
                
 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

     

 

    

 

   

    

  

  

 

   

   

 

  

 

 

 

    

 

 

  

 

 

 

 

 

法制審議会民法（債権関係）部会は２月２６日に開催した第７１回会議で、「民法（債権関係）

の改正に関する中間試案」を決定した。法務省は試案について、４月１日から６月３日までパブ

リック・コメントの手続きを実施する。手続きの詳細は、受付期間開始後に電子政府の総合窓口

（ｅ－Ｇｏｖ）のホームページ上で公表する。 

また、今後、事務当局の文責で、各項目に説明を付した２種類の文書を作成することを明らか

にした。一つはポイントを要約して説明する「中間試案（概要付き）」。もう一つは詳細な説明を

加える「中間試案の補足説明」。これらの文書も、準備ができ次第、電子政府の総合窓口のホー

ムページで公表する。中間試案は債権の譲渡に関する規定を見直し、大手企業大手企業大手企業大手企業がががが下請下請下請下請けけけけ企業企業企業企業にににに対対対対

しししし債権譲渡債権譲渡債権譲渡債権譲渡をををを一方的一方的一方的一方的にににに禁止禁止禁止禁止できないようにしたできないようにしたできないようにしたできないようにした。。。。これにはこれにはこれにはこれには中小企業中小企業中小企業中小企業のののの資金調達資金調達資金調達資金調達をををを助助助助けるけるけるける狙狙狙狙いがあいがあいがあいがあ

りりりり、、、、下請下請下請下請けけけけ企業企業企業企業がががが発注元発注元発注元発注元からからからから支払支払支払支払いをいをいをいを受受受受けるけるけるける権利権利権利権利をををを第三者第三者第三者第三者にににに売却売却売却売却しやすくなるしやすくなるしやすくなるしやすくなる。。。。このほか試案は

（（（（１１１１））））中小企業中小企業中小企業中小企業にににに対対対対するするするする融資融資融資融資をををを個人個人個人個人がががが保証保証保証保証するするするする場合場合場合場合はははは経営者経営者経営者経営者にににに限定限定限定限定（（（（２２２２））））遅延損害金遅延損害金遅延損害金遅延損害金などになどになどになどに適用適用適用適用

されるされるされるされる法定利率法定利率法定利率法定利率をををを現行現行現行現行のののの５５５５％％％％からからからから３３３３％％％％にににに引引引引きききき下下下下げたげたげたげた上上上上でででで変動制変動制変動制変動制をををを導入導入導入導入（（（（３３３３））））業種業種業種業種ごとにごとにごとにごとに定定定定められめられめられめられ

ているているているている代金請求代金請求代金請求代金請求にににに関関関関するするするする短期短期短期短期のののの時効時効時効時効をををを廃止廃止廃止廃止――などを盛り込んだ。 
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『変化する「正社員以外」労働契約にどう対応するか』 

政権交代以後、景気低迷による人件費抑制圧力が弱まりつつあるが、それでも 
一足飛びの雇用環境の改善とはいかないのが現実だ。 

特に中小企業では業績改善が必ずしも進んでいないため、安易に雇用調整がで 
きない上、福利厚生面で費用のかかる正社員より派遣社員や契約社員にシフトす 
る傾向に歯止めがかかっていない。 

昨秋の派遣法改正に続き、４月には改正労働契約法が施行される。「正社員以外」の労働者を

保護する機運が高まり続けている状況下、改正の内容についてはしっかり押さえておく必要があ

るだろう。主な改正点は、（（（（１１１１））））有期労働契約有期労働契約有期労働契約有期労働契約がががが繰繰繰繰りりりり返返返返しししし更新更新更新更新されされされされ５５５５年年年年をををを超超超超えたときはえたときはえたときはえたときは、、、、労働者労働者労働者労働者

のののの申込申込申込申込みによりみによりみによりみにより無期労働契約無期労働契約無期労働契約無期労働契約にににに転換転換転換転換できることできることできることできること（（（（２２２２））））正社員正社員正社員正社員とととと有期労働契約者有期労働契約者有期労働契約者有期労働契約者とのとのとのとの間間間間でででで、、、、期間期間期間期間のののの

定定定定めをめをめをめを理由理由理由理由にしたにしたにしたにした不合理不合理不合理不合理なななな相違相違相違相違がががが認認認認められないことめられないことめられないことめられないこと（（（（３３３３））））一定一定一定一定のののの場合場合場合場合はははは使用者使用者使用者使用者によるによるによるによる雇雇雇雇いいいい止止止止めがめがめがめが

認認認認められないことめられないことめられないことめられないこと、となる。（３）については昨年から施行されているが、（１）と（２）は４月

１日施行となる。有期契約を繰り返し更新し、事実上期間の定めのない契約となっている労働者

を保護する意味合いもあるこの改正の主旨を理解しておかないと、後々大きな労使間トラブルに

もなりかねないので注意が必要だ。 

 


